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は じめ に
この ところ,毎 年のように商法が変更 されている。 ここで改正と言わずに変更としたのは改
正 とい うよ りも改悪ではないかと思われる部分 もあるからである。
会計実務は商法の規定に基づいて行われる。 したがって,会 計実務は変更 された商法の規定
に合わせて毎年のように会計処理の変更を余儀 なくされている。商法の変更によって昨年まで
適法 とされてきた会計処理が今年か らは商法違反になったり,昨年までは商法違反であった処
理が今年からは適法 になった りする。特に,資 本領域に関 しては酷い。昨年 まで資本であると
されて きたものが今年か らは利益になったり,昨年 まで利益であるとされてきたものが今年か
らは資本になった りしている。つま り,昨年 まで分配不可 とされてきたものが今年からは分配
可能になった りする。反対に,昨 年 まで分配可能とされて きたものが今年か らは分配不可なも
のになった りする。
会計処理は変更 された商法の規定 に合わせて変更 させ られている。 しか し,会計実務が変更
された商法 に合わせて処理の変更をせざるを得ないとしても,会計学 を研究する者 として,商
法の変更に合わせて 「今年から会計処理が変更にな りました」 と解説するだけでよいのであろ
うか。会計学の研究者としては,何 が本質であるかを明らかに しなければならないであろう。
1資 本 と利 益 の 区分
企業会計原則 ・一般原則3に資本取引 ・損益取引区分の原則がある。そこには 「資本取引と
損益取引 とを明瞭に区別 し,特 に資本剰余金 と利益剰余金 とを混同してはならない」 と規定さ
れている。 この原則 は資本 と利益の区分を要求する原則である。財務会計の主 目的が分配可能
利益の算定であるから,財務会計では分配不可の資本 と分配可能な利益 とを区別する必要があ
る。つま り,利益は元本の増殖分であるから分配 して差 し支 えないが,資 本は企業の基金であ
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るから利益 と混同 して企業外へ流出させてはならないので,両 者を区別することが必要なので
ある。
近年,投 資家保護という観点から,企 業会計審議会,企 業会計基準委員会,公 認会計士協会
等か ら新 しい会計基準や意見書が次々に公表されている。そして,公 正なる会計慣行が存在 し
ない新 しい会計領域については,新 しく公表された会計基準や意見書を企業会計原則に優先 し
て適用することになって きた。 しか し,依然 として分配可能利益 を算定することは財務会計の
主要な目的の一つであってみれば,分 配不可の資本 と分配可能な利益 とを区別することは十分
に意味がある。
資本 と利益 とを区別するのはむずか しい。それは資本 と利益 とが よく似ているからである。
なにか物 を区別するということは両者の性質がまったく異なるからではない。むしろ両者はよ
く似 ていて,う っかりすると混同 して しまうからである。以前,あ るインスタント・コーヒー
のメーカーが 『違いがわかる男……』 というコマーシャルを流 していた。 このコマーシャルは
『この男』が コーヒーと紅茶の違 いがわかる男であるといいたいわけではない。ライバル関係
にある別のメーカーの製品 と自社の製品との 『微妙 な違いがわかる男』を問題 にしているので
ある。つま り,よ く似ているもの同士の 『微妙な違いがわかる男』が 『違いがわかる男……』
なのであって,そ の微妙な違いが重要なのである1)。
資本 と利益 とはよく似ている。たとえば,変 更後の商法第288条ノ2に資本準備金 として規
定 されている株式交換差益,株 式移転差益,分 割差益,合 併差益は 『益』の字がついているけ
れ ども,資 本である。『益』の字がつ くものが利益であるとはかぎらない。中には,株 式交換
差益,株 式移転差益,分 割差益などと 『益』の字を付けると利益 と間違 うから株式交換剰余金,
株式移転剰余金,分 割剰余金 と呼んだ方が良い という論者 もいる2)。しか し,それは余 りにも
国語的解釈である。商法の変更 によって資本準備金から外 された減資差益や平成11年の変更
前から資本準備金である合併差益は 『益』の字がついているからといって,変 更前に,誰 も利
益だと思ってはいなかったはずである。 これらの資本準備金のように 『益』の字がついて も資
本に該当する。 このことは何 も 『微妙な違いがわかる男』でな くても容易に判断で きることで
ある。
資本 と利益 とがよく似ているといっても,資本金や上記の資本準備金が資本に属するもので
あることや商品販売益が利益 に属するものであることは誰がみて もコーヒーと紅茶の違い くら
いに区別がつ く。 これらの違いが分かったところで 『微妙 な違いのわかる男』 とはいえない。
他人か らタダで物 をもらった場合,借 金を免除 してもらった場合,そ れは 『益』である。
『益』 は広い概念である。資本になるもの も利益になるものも,ま ず 『益』 として認識 され,
そののちに,そ の 『益』が資本 と利益 とに区分される。この場合,『 』で示 した 『益』は資
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本 と利益 とを含む広 い概念であって,資 本および利益の上位概念である。このように 『益』が
資本と利益 とを含む上位概念と捉える考え方は恩師 ・木村重義先生の考え方である。木村先生
は,GeorgKuruzbauerのLehrbuchderkau血nannichenBuchhaltung1850の物的二勘定系統説
を参考に して,『益』概念 を資本および利益の上位概念に置いている3)。『益』が資本 と利益 を
包含する広い概念のものであることがよくわかる例 として,贈 与取引がある。
受贈益や債務免除益は 『益』の字がついているけれども,直 ちに利益になるとは限らない。
資本 に該当するものもある し,利益 に該当するものもある。受贈益や債務免除益は 『益』の字
がつ くか らといって直ちに利益 だと決めるわけにはいかない。受贈益や債務免除益 といった
『益』には資本になるものと利益 になるものとが存在する。ここで,二 つの例を考えてみよう。
たとえば,倒 産寸前 に追い込 まれた企業に企業再建のために贈与 ・債務免除が行われる場合で
ある。この場合に生ずる 『益』を利益 に含めて分配 して しまってよいはずはない。これに対 し
て,取 引先が営業取引を円滑に しようと考えて,買 掛金の端数を切 り捨てたような債務免除と
か,な にか物 を受贈 したという場合である。 この場合に生ずる 『益』は利益に含めて分配して
差 し支えないであろう。受贈益,債 務免除益だから全部利益だとか,贈 与だから全部資本だと
決めつけるわけにはいかない。受贈益や債務免除益 は分配 してよい利益 になるもの もあるし,
企業内に維持 しておかなければならない分配不可の資本になるもの もある。利益は分配可能な
もの,資 本 は分配不能なものであるから,『益 』の うちで分配可能なものは利益,分 配不能な
ものは資本 というような区別が成 り立つであろう。国庫補助金 もそのよい例である。
国庫補助金は,不 採算の事業であるけれ ども,国や地方公共団体が必要だと考 えた事業を育
成 ・振興させるために支給する補助金である。 このような補助金 を受け取 ることは 『益』であ
る。 しか し,この 『益』が直ちに利益になるとは限 らない。資本 になるもの もあるし,利益に
なるもの もある。国庫補助金には,資 本的支出(固 定資産取得のための支出)に 充てることが
要求 される建設助成金 と,収益的支出(費 用支払のための支出)に 充てることが許される経営
助成金とがある。資本的支出に充てる国庫補助金(建 設助成金)は 国や地方公共団体か らその
事業に必要な長期の使用資産を購入 ・製造するために必要な資金 を受贈 されたものである。こ
の 『益』を利益 に混ぜて企業外へ分配することは贈与者の意思に反することになる。建設助成
金は贈与資産を長 く企業内にとどめ,長 期 に使用することが要求 される 『益』である。 したが
って,こ の 『益』は分配不可の資本 ということになる。収益的支出に充てる国庫補助金(経 営
助成金)は その事業にたずさわる従業員の給料だとか研究費などに使 ってよい もので,企 業内
にとどめる必要のない 『益』である。 したがって,こ の 『益』は分配可能な利益である。
一般に,受贈あるいは債務免除について,資 本の欠損填補に充てられたものは資本剰余金で
あるといわれている。欠損填補のための受贈または債務免除された 『益∫は欠損 と相殺 される
28 経 営 論 集 一
ので,結局のところ貸借対照表に現われない。したがって,こ の場合の受贈益や債務免除益は,
資本であろうと利益であろうとたい して意味はない。ただ,倒 産 しそうな会社が欠損填補のた
めに贈与や債務免除を受けていながら,これを分配にまわしてよいはずはない。これ らの 『益』
は利益 として分配にまわすのではな くて,会 社を再建するために使 う 『益』である。 したがっ
て,こ の 『益』は分配不可の資本 とい うことになる。
∬ 資本 と利益 を混 同 した商 法
資本準備金 と利益準備金はそれぞれ資本剰余金および利益剰余金に属す るものであるか ら,
明確 に区別 されるべきものである。従来,商 法は利益準備金について単独で資本金の4分の1
に達するまで積み立てることを強制 してきた。これは,一 般に,債 権者保護のためであると説
明 されてきたことであ る。平成13年の商法は利益準備金 を資本準備金 と併せて4分の1に達す
る まで と変更 している。 しか も4分の1を超 えた分については取 り崩 して配当することも可能
なように変更 している。 しか し,このように資本に属する資本準備金 と利益に属する利益準備
金 とを併せて4分の1,と していること,お よび,4分の1を超 えた分 について取 り崩 して配当
可能 としたことは理解で きないことである。
商法は第284条ノ2において資本金に組み入れる額について次のように定めている。「会社ノ
資本ハ本法二別段 ノ定アル場合 ヲ除クノ外発行済株式 ノ発行価額ノ総額 トス②株式ノ発行価額
ノ2分ノ1ヲ超エザル額ハ資本二組入 レザルコ トヲ得」。 ここで次のような例 を考 えてみよう。
現金1000を受 け入れた場合,(イ)1000すべ てを資本金にす る。(ロ)800を資本金にして,
200を資本準備金 とする。(ハ)600を資本金 にして,400を資本準備金 として設定する。(イ)
の場合は1000を受け入れて1000を資本金にする(株 式 を1000発行する)の であるから 『益』
はゼロであるが,(ロ)場 合は1000を受け入れて800を資本金にする(株 式 を800しか発行 し
ない)の であるか ら 『益』は200であ り,(ハ)の場合は1000を受け入れて600を資本金 にす
る(株 式 を600しか発行 しない)の であるか ら 『益』は400になる。(イ)～(ハ)の 取引が資
本取引であるならば,こ れらの 『益』は分配不可の資本 ということになる。ここで,次 の例 と
比較検討 してみよう。(a)取得原価1000の有価証券 を1000で売却 したら 『益』 はゼロである
が,(b)取 得原価800の有価証券 を1000で売却 した ら 『益』 は200にな り,(c)取得原価
600の有価証券 を1000で売却 したら 『益』は400になる。後者の(a)～(c)の 取引は損益
取引であって,こ れらの取引によって生 じた 『益』は分配可能な利益である。前者の例が資本
取引であって,後 者の例が損益取引であることは会計学を研究する者に異論はない。前者の取
引か ら生 じた 『益』は資本であって分配不可 ということにな り,後者の取引から生 じた 『益』
は利益 として分配可能 ということになる。 しかるに商法は,利 益準備金を資本準備金 と併せて
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資本金の4分の1に達するまで積み立てることを要求する(第288条)のみで,4分の1を超え
た額については取 り崩 して配当することが可能 としている。 したがって,商 法上 は,前 者の
(ハ)の取引によって生 じた 『益』の うち,資 本の4分の1=150を超える250は分配可能とい
うことになる。 しか し,400の『益』の うち150は分配不可で,残 りの250は分配可能である
などとい うことをどの ように説明 したらよいのかわか らない。『益』の うちで分配が不可の
『益』が資本であって,分 配可能な 『益』が利益なのである。前者が資本取引から生 じ,後者
が損益取引か ら生ずるのであって,400の『益』の うち150は資本取引から生 じ,250が損益取
引から生ずるなどという説明は誰 も納得 しないであろう。こんな商法の規定を設けるときに,
会計学者は参加 していなかったのであろうか。 まさに,「資本 と利益の混同」以外のなにもの
でもない。
資本金をい くらに して資本準備金 をい くらにするかは商法の規定によることになる。それは
単 に 「資本」の中身を資本金 と資本準備金に分けただけなのであろうか。 しか し(イ)1000
すべ てを資本金に した場合には,利 益準備金250の積立が必要になる。(ロ)800を資本金に し
た場合には,資本準備金が200設定されるので,利 益準備金の積立は不必要になる。さらには,
(ハ)600を資本金にした場合 には,資 本準備金 を400設定 しても,600の4分の1を超えた250
は取 り崩 して配当することが可能になる。 しかし,債権者保護の観点から積み立てる利益準備
金を資本準備金で代用することは 「資本 と利益の混同」にほかならない。資本金 をい くらにし
て,資 本準備金をいくらにするかは商法の規定による。 しか し,単 に 「資本」の中身を資本金
と資本準備金に分けて,中 身の呼称 を変 えただけで,(ハ)の ように資本準備金が配当可能に
なるのであれば,資 本 と利益の区分などまった く無意味なことになって しまう。
上記の(ハ)600を資本金 に した場合 には,資 本準備金が400設定 され,600の4分の1=
150を超えた250は取 り崩 して配当することも可能になる。そ うい うことを考えてみると,資
本準備金は資本の一部ではなくて,利 益の一部なのではないかという議論 も成 り立ちうる。た
とえば,設 立当初の株式600を払い込 んだとする。この企業が利益 を400獲得 して株価が1000
になっていて,新 しい株主がこの企業に参加するために1000を払い込んだとすれば,400は利
益 に相当するという論理 も成 り立 ちうる。これとは別に,3人の者が1000ずつ出資をして起業
した とする。そ して,こ の企業が1人当たり500の利益 を得て,1人当たりの持分が1500にな
った時点で,利 益 をもって1株の消却 を行 ったとしよう。この企業 に利益に相当する部分は存
在 しなくなる。 しか し,1人当た り1500になった持分のうち500は利益 とみなされる部分であ
ろう。これに別の1人が この企業に1500を出資する場合,500は資本であろうか利益であろう
か。やはり資本と利益はよく似ている。商法 も税法 もその立場 に立っていると見 られる資本拠
出説 にしたがえば,(ハ)の 場合の400と上記の500は株主が出資 したものであるので,資 本 と
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いうことになる。
ところで,「資本」の中身を資本金 と資本準備金 と呼称 を変えただけで,設 定すべ き利益準
備金の額が異なることになるのは理解できない。資本金 をい くらにして資本準備金 をいくらに
するかは商法の規定による。 しか し,単 に 「資本」の中身を資本金と資本準備金に分けて,中
身の呼称 を変えただけで,設 定する利益準備金の額が異なることになるのは矛盾 している。利
益準備金が債権者保護 を目的 としているものであれば 「資本」の額を基準に して設定されるべ
きものであろう。確かに,従 来から資本金の額によって利益準備金の額が異なっていた。資本
の中身の呼称 を変えただけで,設定する利益準備金の額が異なることになるのも矛盾 している。
さらに,利 益準備金が債権者保護を目的としている ものであれば,資 本金 と資本準備金 とを併
せた 「資本」の額を基準 にして設定 されるべ きものであろう。
次に,資 本準備金と利益準備金の取崩 し順序について考えてみ よう。平成13年変更前の商
法は,そ の第289条2項において 「利益準備金 ヲ以テ資本ノ欠損ノ填補二充ッルモ伍不足スル
場合二非ザ レバ資本準備金ヲ以テ之二充ッルコトヲ得ズ」 として法定準備金の取 り崩 しの順序
を定めていた。すなわち,利 益準備金から資本準備金へ と取 り崩 しの順序が定め られていた。
この法定準備金の取 り崩 し順位 は,ま ず利益 を取 り崩 して,そ の後で資本 を取 り崩す ものであ
る。会計の立場か らいえば,欠 損の填補 は初めに利益剰余金を充てるべ きである。欠損が利益
剰余金で手当てで きない場合には,繰 越欠損金として処理する。それが 「資本 と利益の区別」
とい うことなのである。仮に,繰 越欠損金 として処理 しない場合 には,資 本剰余金,資 本金と
いう順序で,欠 損の填補 に充てることになる。すなわち,欠 損の填補に当たっては,ま ず利益
剰余金 を充て,そ れで足 りないときに資本剰余金を取崩 し,さ らに不足する場合に資本金 を取
り崩す というのが会計の考え方である。ここで,会 計 と商法の考 え方の違いが出るのは,利 益
準備金の取扱いであろう。欠損の填補が利益剰余金で賄い切れなかった場合,会 計の考え方で
は,利 益準備金が取崩 されることになる。 これに対 して,商 法の考え方では,法 定外 の資本剰
余金が取崩 されることになる。これらの資本剰余金は法的に拘束 されていないからである。そ
の後に利益準備金 を取崩 し,さ らに不足する場合に資本準備金 を取崩すことになる。前者は利
益であ り,後者は資本であるから,そ のような順序づけになるであろう。
しか し,平 成13年商法は,そ の第289条2項において 「前項ノ場合(払 戻二要スベキ金額,
資本ノ欠損 ノ填補二充ッルベキ金額)の 金額ノ合計額ハ減少スベキ資本準備金及利益準備金の
合計額ヲ超ユルコ トヲ得ズ」 として,資 本準備金と利益準備金 とが,そ の源泉 を異にするにも
かかわ らず,商 法上,同 等の扱 いになっている。これはまさに資本と利益の混同である。
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皿 その他 資 本剰 余 金
その他資本剰余金とその他の資本剰余金 とは異なる。商法施行規則第88条によれば,「資本
の部は,資本,資 本剰余金,及 び利益剰余金の各部に区分 しなければならない」とされている。
また,第89条では 「資本剰余金の部には,資 本準備金及びその他資本剰余金を記載 し,その
他資本剰余金は,資 本金及び資本準備金減少差益,自 己株式処分差益その他の内容 を示す適当
な名称 を付 した科 目に細分 しなければならない」 と規定 している。すなわち,そ の他資本剰余
金とは,資 本金及び資本準備金減少差益,自 己株式処分差益等 をいう。これに対 して,そ の他
の資本剰余金とは,先 に挙げた国庫補助金にうちの建設助成金や資本填補を目的 とした贈与剰
余金 ・債務免除益,工 事負担金,貨 幣価値変動 に基づ く保険差益,貨 幣価値変動 に伴 う評価替
剰余金等をいう。会計上は,そ の他資本剰余金もその他の資本剰余金 も資本剰余金そのもので
あって,両 者 を区別する意味はない。 これに対 して,商 法上は,そ の他資本剰余金とその他の
資本剰余金 とは異なっている。前者は,商 法上,資 本であるのに対 して,後 者は資本とは認め
られないものである。資本拠出説に立つとされる商法では,前 者は株主の拠出 したものである
として資本 と見るのに対 して,後 者 は株主が拠出 したものではないので利益 と見る。これは,
会計上問題であるとしても,商 法上はそれなりに筋が通っている。 しか し,商法は,自 らが資
本剰余金であると認めているその他資本剰余金を配当可能利益 に含めることを認めている。こ
れは,明 らかに矛盾 した取 り扱いである。
変更前の商法では,資 本金及び資本準備金減少差益(減 資差益)は 資本準備金として積み立
てることが強制 されていた法定準備金である。それが商法の変更によって法定準備金からはず
された。 したがって,従 来は,法 定準備金 ということで,配 当可能利益か ら除外 されていたも
のが,こ の変更によって配当可能利益 に含 まれることになった。このことについて 「かかる処
理は,… 資本 と利益の区別 を重視する会計理論 からみて きわめて問題である」4)との指
摘 もあるが,大 方の書物は,商 法の改正によって,減 資差益がその他資本剰余金 に該当するこ
とになったと簡単に述べるだけである。 中には,『資本』をテーマにしなが らも,減 資差益に
ついての説明を避けているものさえある。 しか し,筆者はすでに,こ れが商法の改悪に当たる
として,共 著 『損益計算:と情報開示(三 訂版)白 桃書房2003年27頁』において次のように述
べている。「何かを区別するのは両者の性質が まったく異なるか らではない。む しろ両者は良
く似ていて,う っか りすると混同 して しまうからである。 … 平成13年10月1日施行の商
法は,う っか りしたのか,ど うも資本 と利益 を混同 してしまった。従来,資 本金を減少 させた
場合に,資 本準備金の一部 となっていた減資差益や資本準備金取崩額をその他資本剰余金とし
て配当可能利益に含めるように改めた」5)。
減資差益が,資本剰余金であ りなが ら,配当可能利益に含まれるのも 「資本維持理念の後退」6)
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したからだと説明する論者がいる。しか し,なぜ,変更前に資本準備金であったものの中か ら,
減資差益 だけが選ばれて配当可能利益 に加えられるのであるろうか。減資差益以外の資本準備
金は配当可能利益 に含 まれないのであろうか。ただ単に 「減資差益 は配当可能にな りました」。
「減資差益以外の資本準備金は配当可能利益に含まれません」。これでは説明になっていないで
あろう。
こうなると,商法上,資本 と利益の区分 というものは,不必要だということになって しまう。
弥永真生教授は次のように述べ られている。「資本 は配当規制上の概念であ り,債権者保護 と
い う政策的 な観点か ら設け られている … 。何 を資本 とすべ きか,… 政策的に決 ま
る … 。 したが って,「資本」の源泉が社員の出資でなければならないという論埋的必然性
はない し,逆 に,社 員の出資をすべて 「資本」と しなければならないとも言い切れない」7)。
法律的には,「何 を資本 とすべきか,政 策的に決まる」か もしれないが,会 計的には,正 しい
論理が求め られる。商法の変更案が作成 される段階で 「何 を資本 とすべ きか,政策的に決まる」
ことに反対 し,何 が会計的に正 しい論理かを説明で きる会計の研究者は変更案作成に参加 して
いなかったのだろうか。
商法の変更によって自己株式処分益 というその他資本剰余金項 目が出現 した。商法変更前は,
自己株式処分益は損益取引から生 まれた利益であった。だが,変 更後は,資 本の控除項目とし
て扱われることから,自己株式処分益 は資本取引から生 まれた資本剰余金となった。本来であ
れば,利 益は分配可能であって,資 本 は分配不可である。商法は,自 己株式を資本の控除項 目
とし,そ の他資本剰余金 としなが らも,自 己株式処分差益 を配当可能利益 に含めることを認め
ている。一方で,資 本取引 として,他 方で,配 当可能利益 に含めている。これは,変 更前が損
益取引であったから,資本取引であっても分配可能利益 に含めるという妥協によるものなので
あろうか。弥永教授が言 う 「政策的に決 まる」というのはこのことなのであろうか。 しか し,
会計において,こ んな論法が通用するはずがない。会計学者は単 に 「自己株式処分差益をその
他資本剰余金 として配当可能利益 に含めるが可能になった」 とか,「自己株式 を資本の控除項
目として表示することになった」 と解説するだけではならない。納得がいかないことが行われ
ていると指摘するべきであろう。会計学者の良心が問われているときではないか。
1V自 己株 式 は資産 か資本 控 除 か
従来,我 が国の商法は第210条において次の例外的な場合 を除いて自己株式の取得を禁止 し
て きた。
(a)株式の消却のためにす る時
(b)合併 または他会社の営業の全部の譲受けによる時
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(c)債権 について権利の実行に当た り,その目的 を達するために必要な時
(d)合併および営業の譲受けに当た り,株式の買取 り請求に応 じた時
(e>発行済株式の総数の20分の1以下の質受けによる時
例外的に取得 した場合 にも,「遅滞な く処分する」ことを求めてきた。短期保有ということ
から,仮に,期末に保有するとしても,自己株式は 「流動の部に ・・記載 しなければならない」
ものであった。
それが,平 成6年,9年 の商法は第210条の規定 を残 したまま,自 己株式の取得 を次の場合
にも認めるように改めた。
(f)取締役や使用人に譲渡する時(第210条ノ2)
(9)定時株主総会の決議 に基づ く利益消却のため取得する時(第212条第1項)
(h)株式交換,株 式移転,会 社の分割に当たり取得する時(第211条ノ2)
(D株式譲渡制限付の閉鎖会社において
①株式の譲渡承認お よび買受人指定の請求により会社が売渡 し請求をした時(第204条ノ
3/2)
②株主の相続人が相続によって取得 した株式 をその相続人か ら買い取る時(第210条ノ3)
そのため,自 己株式には 「流動資産の部 に記載するもの」以外にも 「固定資産の部に記載す
るもの」(旧商法計算書類規則第12条,第22条ノ2)が存在することになった。これに対 して,
平成13年の商法は自己株式の保有 を原則 として,認 めるように変更 した(商 法第210条)。さ
らに,自 己株式は資本の部か ら控除する形式で表示するように変更 した(商 法施行規則第91
条第3項)。
商法は長年 にわたって自己株式の取得 を原則として禁止 してきた。平成6年,9年 の商法は
部分的に自己株式の長期保有 を認めた。さらに,平 成13年の商法は自己株式の保有 を原則 と
して自由としている。このような自己株式の保有を原則として認めない方向から認める方向に
変更 したことは商法の問題である。 したがって,商 法の問題 としては,変 更に合わせて 「今年
か ら保有できるようにな りました」と解説するだけでもよいであろう。しか し,会計 としては,
単に 「今年から変更にな りま した」 というだけでは済 まされない問題である。会計では,自 己
株式 を資産 として計上するか,資 本の控除項目とするかは大きな問題である。
自己株式を資産として計上するか,資 本の控除項目とするかは,資 本 と利益の区分という点
か らいって,そ の論者の考え方に係わる問題である。自己株式を資産であると見るならば,そ
,
の取得 ・売却は損益取引に該当することになり,その売買差益は利益に属することになる。こ
れに対 して,資 本の控除項目であると見るならば,そ の取得 ・売却 は資本取引に該当すること
になり,その売買差益は資本に属することになる。変更前 まで自己株式は資産 として計上する
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と説明 しておいて,変 更後は資本の控除項 目であると説明す る論者は単に商法が変更になった
ことについて,変 更にな りましたと解説 しているに過 ぎない。自分 自身の考えとして,自 己株
式が資産なのか資本の控除項目なのか,答 えを用意 しておかなければならないであろう。
自己株式の取得が原則として禁止 されていた旧商法の下で,自 己株式の性質および会計処理
に最初 に提言を したの は,中 村忠教授によれば,「商法 と企業会計原則 との調整に関する意見
書」(以下 「商法調整意見書」 とい う)で あるとのことである8)。そこには 「自己株式は一時
資産 として保有 されることになるが,そ の資産的性質は他の有価証券とは全 く異なるものであ
るか ら,貸借対照表資産の部に計上する代 りに,資 本の部に控除の形式で表示せ しめるように
規定す る」 とあった。ここでは,資 産性が他の有価証券 と異なるとして資本の部から控除する
ことを提案 している。自己株式 と他の有価証券とは異なるように見える。 しか し,漠然 とそう
見えるというだけで,ど こがどの ように 「他の有価証券 とは全 く異なる」のか理由が示 されて
いない。
多 くの会計学者は,自 己株式は資本か ら控除 して示すべきであると考 えられている(企 業会
計基準第1号 『自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準』,以下 「企業会計基準第1
号」 という。59項)。株式は発行 した時には資本の増加 となるか ら自己株式 を取得 した時 には
減資 と同 じであると考 えるのである9)。そのため,会 計的に見れば,こ れを貸借対照表の資産
の部に表示することにはならないというのである10)。これに対 して,変 更前の商法では,減
資の手続(株 式総会での減資決議)を 経ていないから自己株式を取得 しても株式は失効 してい
ないから,一 般の株式 と同様に会社財産 となると考えられていた(「企業会計基準第1号」58
項)。今回,「企業会計基準第1号」 は,「自己株式 を新株発行の手続 を準用 して処分する場合,
自己株式の処分は株主 との間の資本取引と考えられ,… 資本の部の項 目を直接増減するこ
とが適切 と考 えた」(64項)。
しか し,商法が変更 される前には,日 本公認会計士協会会計制度委員会報告第2号 『自己株
式 の会計処理及び表示』(平成7年(1995年))(以下,「委員会報告第2号」 とい う)は,次 の
自己株式の取得,保 有,譲 渡,ま たは消却に係 る会計処理について検討 していた。①使用人に
譲渡するために(以 下,使 用人譲渡 という)取得する自己株式,② 株式の譲渡につ き取締役会
の承認 を要する会社の売渡請求および相続により(以下,売渡請求という)取得する自己株式,
③ 単位未満株式の買取 り並びに合併,営 業譲受,質 権行使 および端株券 の買い取 り等により
(以下,単 位未満株式の買取 り等 という)取 得する自己株式(3項)。そ して,「使用人譲渡,
売渡請求 または単位未満株式 の買取 り等の事由により取得 した 自己株式は,計 算書類規則第
12条1項に従い,そ の取得原価 をもって流動資産の部 に自己株式として計上する」(4項)とし
ている。 また,「利益消却の事由により取得 した自己株式は,資 産 としての価値 を有 していな
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い … 。 また,同 じ事 由により,取得 した 自己株式で,そ の失効手続が貸借対照表日までに
完了 していない場合であっても,貸借対照表 日において失効 したもの とみな した会計処理を行
う」(7項)。としている。
ここで,「委員会報告第2号」 は,使用人譲渡の場合に自己株式が流動資産 に該当する理由
を次のように説明している。「従業員持株会への譲渡のために取得する自己株式は,一 般的に
は自己資本の払戻 しとは認識 されないと考えられる。つまり,自己株式の保有は短期間に限ら
れ,こ のことは,自 己資本の払戻 しが行われたとしてもわずかの期間(最 長6カ月間)で あ り,
売却後直ちに自己資本に復活することを意味する。自己株式の取得を短期保有目的で取得する
他の資産に係る損益取引 とあえて区別 して資本取引 と区別する実益に乏 しい」。すなわち,使
用人譲渡目的の自己株式 は短期保有であるか ら,他の資産の取得 と同様に,損 益取引であると
い うのである。
「委員会報告第2号」の理由か らすると,株式譲渡制限付の閉鎖会社における売渡請求およ
び相続によって取得 した自己株式は長期保有の可能性が高いものであって,損 益取引には該当 .
しないはずである。だが,「委員会報告第2号」は,こ の 自己株式 について理由を示さずに,
流動資産であるとして,そ の取引は資本取引には該当 しないとしている0し かし,株式譲渡制
限付 の閉鎖会社の自己株式は先に示 した平成6年,9年 の商法が 「固定資産の部 に記載するも
の」(旧商法計算書類規則第12条,第22条ノ2)が存在することになったものの一つである。
その他に,取 締役や使用人に譲渡する自己株式(第210条ノ2),定時株主総会の決議 に基づ く
利益消却のため取得する自己株式(第212条第1項),株式交換,株 式移転,会 社の分割に当た
り取得する自己株式(第211条ノ2)な ども 「固定資産の部 に記載するもの」であった。短期
保有 目的で取得 したものは損益取引になるならば,長 期保有 目的で保有 したものは資本取引に
なるはずであるが,説 明はそのようになっていない。
損益取引か資本取引かは保有目的のよって異なるのは確かである。 しか し,それは短期保有
か長期保有か という違いではない。「委員会報告第2号」は 「利益消却の事 由により取得 した
自己株式は,資 産 としての価値 を有 していない」(7項)と述べている。なぜ,資 産価値がな
いのであろうか。それは,売却 しないので,現 金または現金同等物を入手できないからであろ
う。そ う考 えてみると,商法第210条の,債 権 について権利の実行に当たり,そ の目的を達す
るために取得 した自己株式,合 併および営業の譲受けに当た り,株式の買取 り請求に応 じたた
めに取得 した自己株式,発 行済株式の総数の20分の1以下の質受けによるために取得 した自己
株式,こ れ らの自己株式が上場企業の ものであれば,将 来,容 易に売却することが可能なもの
であって,資 産その ものといえるであろう。た とえば,銀 行が返済不能に陥 った貸付先から権
利の実行 に当たって自己株式を取得 したとする。それが資本から控除されることになるのだろ
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うか。貸付金の代わりに取得 した他 の株式が資産になるのと同 じように,取得 した自己株式を
売却 して貸付金を回収するはずである。 この自己株式は他の有価証券 と同 じ資産である。
合併 または他会社の営業の全部の譲受けにより取得 した自己株式は,そ れが売 り出 しを予定
した ものであれば,資 産になるが,消 却 を予定 したものであれば,賢 本控除項目である。同じ
ように,定 時株主総会の決議に基づ く利益消却のために取得 した自己株式は資本控除項目であ
る。
株式交換,株 式移転,会 社の分割に当た り自己株式を取得する取引は資本取引であろう。た
とえば,株 式交換は,複 数の株式会社がそのうちの一社 を親会社に して,そ の他の会社を完全
子会社 にするために,互 いに株式 を交換する制度である。自己株式を相手の会社の株式 と交換
する行為は新 しく株式 を発行 して交換することも可能であって,こ れは,合 併 と同種の取引で
ある。 したがって,自 己株式 を取得する取引は資本取引であると考えられ,仮 に,こ れらの目
的で保有する自己株式が期末に存在すれば,資 本か ら控除 して示すべ きものである。
資本 と利益 とがよく似ている。先 に,受贈益,債 務免除益だから全部利益だとか,贈 与だか
ら全部資本だ と決めつけるわけにはいかない。贈与目的によって,資 本になるもの もあるし,
利益 になる ものもある。 自己株式の売買差額 も,自己株式の保有目的によって,資 本になる も
の もある し,利益 になるもの もあるのである。
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